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しての指導対象児童生徒数について 39 校の合計
は 437名でした。学校ごとに見ると指導対象児童
生徒が 40 名以上の小学校が 3 校ありました。
　また、担当教員の日本語教室に関する経験年数
については興味深い数字を得ることが出来ました。
今年度を含め経験年数が 3 年以内の教員は 55 名
中 39 名で 70％に達しました。また、21％にあたる
12 名は今年度が 1年目であることも分かりました。
多くの専門的なスキルが要求されるこの分野に置
いて、担当教員が比較的短い期間で交代している
現状も浮き彫りになりました。
　次に会議の内容について報告します。始めに、
これまで 2 回実施した HANDSプロジェクト「栃
木県外国人生徒進路調査」を総括し、HANDS
プロジェクト代表の国際学部田巻教授より報告が
ありました。外国人生徒の高校進学率が 80％を
超えるという結果の陰で、生徒の母語別内訳を見
るとその結果に大きな偏りがあることが印象的で
した。
　次に、外国人児童生徒教育と特別支援教育の
関わりについて、7月に伊勢崎市のNPO 多言語教
育研究所が主催で開催されたシンポジウムの内容
を基に、内地留学生の石原由美教諭（那須塩原市
立厚崎中学校）より発表がありました。児童生徒
の多様化が進む中、外国につながる子どもと特別
支援教育の関わりが注目され始めています。発表
の後は、会議の参加者からも自らが抱える事例が
次々報告され、この分野が今後重要な課題となる
ことをあらためて感じました。
　続いて、今年度末に刊行予定のHANDSプロ
ジェクト『教員必携　外国につながる子どもの教育』
第 3 作について私から説明させていただきました。
外国につながる子どもの教育に関するQ&Aと翻
訳資料を収録した第 1作、外国につながる子ども
の教育の基本理念や進路・帰国調査に関する報
告を収録した第 2 作に続き、第 3 作には初期指導
に関する基本的な考えや手立て、教科指導を目標
とした授業案集、学習用語をやさしい言葉で置き
換えた資料、2 回目の進路調査報告を収録予定で
あることを説明しました。その後、各校から事前
に提供していただいた指導案を基に、外国につな
がる子どもに対する教科指導を中心とした効果的
な授業案のあり方について、熱心な話し合いが行
われました。
　「外国人児童生徒支援会議」2 回目は 11月に開
催予定ですが、『教員必携～』第 3 作の内容に関
する意見交換や経過報告を目的に、9月と10月に
も勉強会を開催することも共通理解がされました。
　平成 24 年 8月 25日に名古屋大学にて開催さ
れた同大会のシンポジウムに参加してきました。
テーマは「グローバル化時代の教育と職業～移民
の青少年におけるキャリア形成をめぐって～」で、
パネラーは大東文化大学教授川村千鶴子氏、愛
知県立豊丘高校教諭倉内弓子氏、名古屋大学名
誉教授今津孝次郎氏でした。
　川村氏の発表は「移民政策の盲点と広がる学歴
格差～未来を拓く多民族家族～」というテーマで、
川村氏が生まれ育った東京新大久保地区の 24 時
間営業で一日に約 30 か国の人々が訪れるという
“ 国境を超える八百屋さん”の紹介から始まりまし
た。この地域では小中学校の 7～ 8 割の児童生
徒が外国籍で都の支援事業も充実していること、
それ以上に日本語学校や専門学校が独自にポータ
ルサイトをもち世界中に情報を発信し、世界中か
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ら若者が訪れていることを紹介していました。ま
た、品川と牛久の入管収容所に収容された若者が、
やがて高田馬場で日雇いの仕事をしながら独学で
日本語の勉強をして今では大学院に通っているこ
と、難民認定されて家族を母国から呼び寄せミャ
ンマーレストランを開いている人たち、難民の人生
を受け入れ支援している名も無き人々について報
告がありました。また、キャリア形成にとって中学
校を出ていないことは妨げであり、夜間中学の重
要性にも言及されていました。多文化家族の支援
こそが重要であると言うことでした。
　続きまして、倉内氏の「豊橋西高校の外国人教
育」についての発表がありました。愛知県には外
国人入試という制度があります。出願資格の滞日
年数制限は栃木県と異なり小学校 4 年以降に日本
に編入してきた生徒で、推薦入試の日に、調査書
と筆記試験・面接により行われます。外国人枠と
いうものはなく、豊橋西高校の場合は成績により
3 ～11 名が入学しています（その分日本人の合格
枠が減ります）。入学後も外国人に対して全校体
制の支援が行われています。全校の方針決定のた
め「多文化共生教育委員会」があり、具体的な指
導のため「外国人生徒指導者会議」があります。
日本人生徒と同じ教科書を使った取り出し指導が
1年次のみ行われ、さらに外国人生徒対象の授業
時間外の学習会もあります。学校から外国人生徒
と保護者への発信として、外国人生徒進路説明
会、入試説明会、合格者説明会等が行われおり、
一方で、外国人生徒を活躍させるため、国際交流
会やスピーチコンテスト、中学生への入試説明会、
翻訳資料の作成等に参加させているということで
した。そして、外国人の安心は日本人の安心につ
ながり、豊かな社会を形成すると言うことでした。
　最後に、今津氏からは、「外国人児童生徒教育
の実践的研究課題～学校臨床社会学の立場から
～」について発表がありました。外国人児童生徒
教育 20 年の歩みを三段階に分けると、2000 年後
半から現在を第Ⅲ段階と呼び、「外国につながる（を
ルーツにする）子ども」と子どもをとらえ、学力・
進路保障が重要な教育目標と焦点化されていると
言うことです。今津氏は学校臨床社会学の立場か
ら当該学校教師たちと協働で問題の解明と解決
に当たる「介入参画」という形で研究されました。
小学校からの「大学生ボランティア派遣要請」か
ら「介入参画」が始まりましたが、習得に 6 ～ 7
年かかると言われる「学習用語」が学力の向上の
ための大きなネックとなっていること。日本語は生
活用語・説明用語・専門用語の三層構造になって
いて、後者ほど抽象性を帯びていることなどの説
明がありました。また、進学に関しては、明示的
情報（文書化できる情報）と黙示的情報（公には
伝えられない情報）とがあり、外国人生徒には後
者が伝わらないため受験競争上不利になると言う
ことでした。また、最後に「多文化共生」は異文
化理解と同時に自文化（日本文化）認識が進むこ
とで実現に向かうと言うことでした。
　以上、3人のパネラーの発表をごく簡単にご紹
介しましたが、外国人児童生徒支援のためにとて
も参考になる内容の発表でした。今後の研究及び
教育実践に生かしていきたいと思います。
私は、大学１年生のときに「外国人児童生徒教
育支援ボランティア派遣事業」に参加しました。
初めて異国でボランティア活動に参加したので、
最初にとても不安を感じました。「何をサポ トーす
ればいいか、どういうふうにサポートすればいい
か」といろいろ心配しました。しかし、日常会話
から、その子の考えや気持ちを少しずつ知ること
ができるようになりました。
昨年の９月からは、宇都宮市立陽東小学校で
中国と日本のハーフの高学年の男の子を支援して
宇都宮大学教育学部学校教育学科３年
力になれたらいいなあ
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